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(57)【要約】
　基板と、基板に設けられる複数のビアと、高さ及び幅
を有し、各々がそれぞれのビアから基板の縁に向かって
延在し、端点において終端する複数のピントレースと、
ピントレースの端点に隣接する複数の終端点と、高さ及
び幅を有する複数の終端トレースであって、各終端トレ
ースは、それぞれのピントレースの端点からピントレー
スの近くの対応する終端点に向かって延在している、複
数の終端トレースと、それぞれの端点又は終端点の端部
から基板の縁まで延在する複数のトレースとを含み、各
ピントレースの端点は互いに隣接する、試験ユニット。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、
　前記基板に設けられる複数のビアと、
　高さ及び幅を有し、各々がそれぞれのビアから前記基板の縁に向かって延在し、端点に
おいて終端する複数のピントレースと、
　前記ピントレースの前記端点に隣接する複数の終端点と、
　高さ及び幅を有する複数の終端トレースであって、各終端トレースは、それぞれのピン
トレースの端点から前記ピントレースの近くの対応する終端点に向かって延在している、
複数の終端トレースと、
　それぞれの端点又は終端点の前記端部から前記基板の前記縁まで延在する複数のトレー
スと、
を含み、
　各ピントレースの前記端点は互いに隣接し、前記終端点は、前記隣接する終端トレース
の対及び前記隣接する終端点の対が各々異なるトレースに隣接するように互いに隣接する
、試験ユニット。
【請求項２】
　各ピントレースは、各トレースから第１の距離だけ離隔されている、請求項１に記載の
試験ユニット。
【請求項３】
　各端点は、各トレースから第２の距離だけ離隔されている、請求項１に記載の試験ユニ
ット。
【請求項４】
　各終端点は、終端トレースによって該終端点に隣接しないピントレースの端点に接続さ
れる、請求項１に記載の試験ユニット。
【請求項５】
　隣接するピントレースは、第３の距離だけ離隔されている、請求項１に記載の試験ユニ
ット。
【請求項６】
　前記基板に、各トレースから或る距離だけ離隔されている接地面を含む、請求項１に記
載の試験ユニット。
【請求項７】
　隣接するトレースの前記高さ及び幅と、隣接するトレースを離隔する距離とは、該隣接
するトレースが磁気的に結合されるように調整される、請求項１に記載の試験ユニット。
【請求項８】
　各トレースの前記インダクタンス及び静電容量は、前記接地面と各トレースとの間の前
記第１の距離を調整することによって調整される、請求項６に記載の試験ユニット。
【請求項９】
　隣接する終端トレースの前記高さ及び幅は、前記終端トレースが磁気的に結合されるよ
うに調整される、請求項４に記載の試験ユニット。
【請求項１０】
　前記基板は、Rogers　materialのＲＯ　ＸＴ８１００である、請求項１に記載の試験ユ
ニット。
【請求項１１】
　各トレースの前記静電容量は、およそ０．５１ピコファラッド（ｐＦ）からおよそ２ｐ
Ｆの間に調整される、請求項８に記載の試験ユニット。
【請求項１２】
　前記第１の接地面と、前記複数のトレースを有する前記基板の表面とは反対側の該基板
の表面との間に配置された第２の接地面を含む、請求項６に記載の試験ユニット。
【請求項１３】
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　各トレースの前記インダクタンス及び静電容量は、前記第１の接地面と前記第２の接地
面との間の距離と、該第１の接地面と各トレースとの間の距離とを調整することによって
調整される、請求項１２に記載の試験ユニット。
【請求項１４】
　ＲＪ４５ジャックのピンが各ビアに接続されている、請求項１に記載の試験ユニット。
【請求項１５】
　各トレースの端部が、接続ユニットに磁気的に結合されている、請求項１に記載の試験
ユニット。
【請求項１６】
　前記接続ユニットはＲＪ４５コネクタである、請求項１５に記載の試験ユニット。
【請求項１７】
　隣接するピントレースの前記高さ及び幅と、隣接するピントレースを離隔する距離とは
、該隣接するピントレースが磁気的に結合されるように調整される、請求項１に記載の試
験ユニット。
【請求項１８】
　隣接する端点及び隣接する終端点の前記高さ及び幅並びに隣接する端点及び終端点を離
隔している前記距離は、前記隣接する端点及び隣接する終端点が磁気的に結合されるよう
に調整される、請求項１に記載の試験ユニット。
【請求項１９】
　各端点及び終端点の前記インダクタンス及び静電容量は、前記接地面と各それぞれの端
点又は終端点との間の前記距離を調整することによって調整される、請求項６に記載の試
験ユニット。
【請求項２０】
　各ピントレースの前記インダクタンス及び静電容量は、前記接地面と各終端トレースと
の間の所定距離を調整することによって、前記トレースの長さに沿って調整される、請求
項６に記載の試験ユニット。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、ネットワークケーブルを装置に接続するように用いるネットワーク接続用ジ
ャックの試験フレームワークに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気通信機器及び電気通信機器の関連アプリケーションがより精巧かつ強力になるにつ
れ、電気通信機器の、情報を収集するとともに他の機器と情報を共有する能力もより重要
になる。これらのインテリジェントなネットワーク間機器の普及により、これらの機器が
接続されるネットワーク上のデータ処理能力を増大させ、この要求を満たすのに必要な向
上したデータレートを提供することが必要となっている。結果として、既存の通信プロト
コル標準が絶えず改良されるか、又は新しい標準がつくられている。これらの標準の略全
ては、直接的又は間接的に、有線ネットワークを介する高品位信号の通信を必要とするか
、又はそのような通信から著しく利益を受ける。これらの高品位信号の伝送は、より高い
帯域幅及び相応してより高い周波数要件を有する場合があり、一貫した様式でサポートさ
れる必要がある。しかし、種々の標準のより新しいバージョンが理論上はより高いデータ
レート又はデータ速度を提供するとしても、これらの高品位信号は、依然として或る特定
の物理構成要素の現行の設計によって速度制限を受ける。残念ながら、このような物理構
成要素の設計は、マルチギガヘルツ及びより高い周波数における一貫した信号品質を達成
するのに必要であるものが理解されていないことにより、困難に直面している。
【０００３】
　例えば、通信機器と、通信されるデータを表す電気信号を送受信するのに用いられるケ
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ーブルを接続又は連結する装置とにおいて、通信用ジャックが用いられる。レジスタード
ジャック（ＲＪ）は、電気通信及びデータ装置を接続するのに用いる標準化物理インター
フェースである。ＲＪ標準化物理インターフェースは、ジャック構造部と配線パターンと
の双方を有する。データ装置に一般的に用いられるＲＪ標準化物理インターフェースは、
ＲＪ４５ジャックとも呼ばれるＲＪ４５物理ネットワークインターフェースである。ＲＪ
４５ジャックは、電気電子技術者協会（ＩＥＥＥ）８０２．３イーサネット（登録商標）
プロトコルを実施するネットワーク等のローカルエリアネットワークに広く用いられる。
ＲＪ４５ジャックは、ＡＮＳＩ／ＴＩＡ－１０９６－Ａにおいて米国国家規格協会（ＡＮ
ＳＩ）／米国電気通信工業会（ＴＩＡ）によって発布された標準を含む種々の標準に記載
されている。
【０００４】
　ＲＪ４５ジャックを含むケーブル及びジャック等の全ての電気インターフェース構成要
素は、電流の初期流に抵抗するだけでなく、いかなる電流の変化にも逆らう。この特性は
リアクタンスと呼ばれる。リアクタンスの２つの関連タイプは、誘導性リアクタンス及び
容量性リアクタンスである。誘導性リアクタンスは、例えば、抵抗を生じるケーブルを流
れる電流の動きに基づき発生する場合があり、ケーブルにおいて或る電圧を誘導する磁場
を引き起こす。一方、容量性リアクタンスは、２つの対向する表面からの電子が互いに近
づいたときに現れる帯電によって発生する。
【０００５】
　送信される信号のいかなる劣化も低減又は回避するように、通信回路の種々の構成要素
は、整合インピーダンスを有することが好ましい。そうでなければ、１つのインピーダン
ス値を有する負荷が、異なるインピーダンスレベルを有するケーブルによって運ばれてい
る信号の一部を反射又は反響し、信号故障が引き起こされる。この理由で、ケーブル配線
業者等のデータ通信機器の設計者及び製造業者は、ケーブルのインピーダンス値並びに抵
抗レベル及び静電容量レベルが、或る特定の性能パラメーターを満たすことを検証するた
めに、自身のケーブルを設計及び試験する。また、ＲＪ４５ジャックは略全ての通信回路
において重要な構成要素であるが、ジャックの製造業者はジャックの性能に対して同程度
の注意を払ってきていない。このように、既存のＲＪ４５ジャックに関する問題が試験に
おいて十分に立証され、高周波数信号線に対する既存のＲＪ４５ジャックの悪影響が理解
されているが、当業界は、物理層のこの重要な構成要素に関する問題への対処に意欲的で
はないようである。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　その結果として、改善された高速ジャックが必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の１つの実施形態は、基板と、基板に設けられる複数のビアと、高さ及び幅を有
し、各々がそれぞれのビアから基板の縁に向かって延在し、端点において終端する複数の
ピントレースと、ピントレースの端点に隣接する複数の終端点と、高さ及び幅を有する複
数の終端トレースであって、各終端トレースは、それぞれのピントレースの端点からピン
トレースの近くの対応する終端点に向かって延在している、複数の終端トレースと、それ
ぞれの端点又は終端点の端部から基板の縁まで延在する複数のトレースとを含み、各ピン
トレースの端点は互いに隣接し、終端点は、隣接する終端トレースの対及び隣接する終端
点の対が各々異なるトレースに隣接するように互いに隣接する、試験ユニットを開示する
。
【０００８】
　別の実施形態では、各ピントレースは、各トレースから第１の距離だけ離隔されている
。
【０００９】
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　別の実施形態では、各端点は、各トレースから第２の距離だけ離隔されている。
【００１０】
　別の実施形態では、各終端点は、終端トレースによって終端点に隣接しないピントレー
スの端点に接続される。
【００１１】
　別の実施形態では、隣接するピントレースは、第３の距離だけ離隔されている。
【００１２】
　別の実施形態では、試験ユニットは、基板に、各トレースから或る距離だけ離隔されて
いる接地面を含む。
【００１３】
　別の実施形態では、隣接するトレースの高さ及び幅と、隣接するトレースを離隔する距
離とは、隣接するトレースが磁気的に結合されるように調整される。
【００１４】
　別の実施形態では、各トレースのインダクタンス及び静電容量は、接地面と各トレース
との間の第１の距離を調整することによって調整される。
【００１５】
　別の実施形態では、隣接する終端トレースの高さ及び幅は、終端トレースが磁気的に結
合されるように調整される。
【００１６】
　別の実施形態では、基板は、Rogers　materialのＲＯ　ＸＴ８１００である。
【００１７】
　別の実施形態では、各トレースの静電容量は、およそ０．５１ピコファラッド（ｐＦ）
からおよそ２ｐＦの間に調整される。
【００１８】
　別の実施形態では、各トレースのインダクタンス及び静電容量は、第１の接地面と第２
の接地面との間の距離と、第１の接地面と各トレースとの間の距離とを調整することによ
って調整される。
【００１９】
　別の実施形態では、ＲＪ４５ジャックのピンが各ビアに接続されている。
【００２０】
　別の実施形態では、各トレースの端部が、接続ユニットに磁気的に結合されている。
【００２１】
　別の実施形態では、接続ユニットはＲＪ５９コネクタである。
【００２２】
　別の実施形態では、隣接するピントレースの高さ及び幅と、隣接するピントレースを離
隔する距離とは、隣接するピントレースが磁気的に結合されるように調整される。
【００２３】
　別の実施形態では、隣接する端点及び隣接する終端点の高さ及び幅並びに隣接する端点
及び終端点を離隔している距離は、隣接する端点及び隣接する終端点が磁気的に結合され
るように調整される。
【００２４】
　別の実施形態では、各端点及び終端点のインダクタンス及び静電容量は、接地面と各終
端トレース及び各分岐トレースとの間の距離を調整することによって調整される。
【００２５】
　別の実施形態では、各ピントレースのインダクタンス及び静電容量は、接地面と各終端
トレースとの間の所定距離を調整することによって、トレースの長さに沿って調整される
。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】高速通信用ジャックの試験ユニットを示す図である。
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【図２】図１の試験ユニットの整合部分を示す図である。
【図３】図１の試験フレームワークの概略図である。
【図４】図１の試験ユニットに形成された回路の図である。
【図５】高速通信用ジャックの試験ユニットの１つの実施形態を示す図である。
【図６】高速接続用ジャックの２つの試験ユニットの接続の１つの実施形態を示す図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　図１は、高速通信用ジャックの試験ユニット１００を示す。試験ユニット１００又は試
験フレームワークは、限定されないがＲＪ４５通信用ジャック等の高速通信用ジャックに
取り付けるように構成されたピン接続部１０２を含む。トレース１０４、１０６、１０８
、１１０、１１２、１１４、１１６及び１１８は、ピン接続部１０２から試験ユニット１
００の外縁まで放射状に延在している。各トレース１０４、１０６、１０８、１１０、１
１２、１１４、１１６及び１１８の端部は、通信ユニット（図示せず）の接続を可能にす
るように試験ユニット１００の縁で終端している。接続ユニット１２０、１２２、１２４
、１２６、１２８、１３０、１３２及び１３４は、限定されないがＲＪ４５コネクタを含
む任意のタイプのコネクタとすることができる。
【００２８】
　図２は、接続部１０２の別の実施形態の拡大図を示す。接続部１０２は、高速通信用ジ
ャックのピンと係合するサイズであるビア２０４、２０６、２０８、２１０、２１２、２
１４、２１６及び２１８を含む。ピントレース２２０、２２２、２２４、２２６、２２８
、２３０、２３２及び２３４は、ビア２０４、２０６、２０８、２１０、２１２、２１４
、２１６及び２１８からトレース１０４、１０６、１０８、１１０、１１２、１１４、１
１６及び１１８に向かって放射状に延在している。各ピントレース２２０、２２２、２２
４、２２６、２２８、２３０、２３２及び２３４は、端点２３６、２３８、２４０、２４
２、２４４、２４６、２４８及び２５０まで延在している。また、各ピントレース２２０
、２２２、２２４、２２６、２２８、２３０、２３２及び２３４は、隣接するピントレー
ス２２０、２２２、２２４、２２６、２２８、２３０、２３２及び２３４に整合する。例
示的な例として、ピントレース２２０はピントレース２２２に整合し、ピントレース２２
４はピントレース２２６に整合し、ピントレース２２８はピントレース２３０に整合し、
ピントレース２３２はピントレース２３４に整合する。各ピントレース２２０、２２２、
２２４、２２６、２２８、２３０、２３２及び２３４は、長さ（Ｌ）、高さ（Ｈ）及び幅
（Ｗ）を有し、隣接するピントレースから距離（Ｓ）だけ離隔されている。各ピントレー
ス２２０、２２２、２２４、２２６、２２８、２３０、２３２及び２３４の幅はおよそ３
５ミルである。隣接するピントレースの長さ、高さ及び幅を調整することにより、隣接す
るピントレースのインダクタンスを互いに整合させることができる。各ピントレースの端
点２３６、２３８、２４０、２４２、２４４、２４６、２４８又は２５０は、それぞれの
トレース１０２、１０４、１０６、１０８、１１０、１１２又は１１４から所定距離（Ｓ
ｅ）だけ離隔されている。
【００２９】
　終端トレース２５２、２５４、２５６、２５８、２６０、２６２、２６４及び２６６は
、ピントレース２２０、２２２、２２４、２２６、２２８、２３０、２３２及び２３４の
それぞれの端点２３６、２３８、２４０、２４２、２４４、２４６、２４８又は２５０か
ら終端点２６８、２７０、２７２、２７４、２７６、２７８、２８０又は２８２まで延在
している。また、終端トレース２５２、２５４、２５６、２５８、２６０、２６２、２６
４及び２６６は、ピントレース２２０、２２２、２２４、２２６、２２８、２３０、２３
２及び２３４の側部から終端点２６８、２７０、２７２、２７４、２７６、２７８、２８
０又は２８２まで延在することができる。終端点２６８、２７０、２７２、２７４、２７
６、２７８、２８０又は２８２は、各それぞれのトレース１０２、１０４、１０６、１０
８、１１０、１１２又は１１４の端部から所定距離Ｓｅだけ離隔されている。１つの実施
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形態において、距離Ｓｅは、終端トレース２５２、２５４、２５６、２５８、２６０、２
６２、２６４及び２６６の長さに沿って一定である。別の実施形態において、距離Ｓｅは
、終端トレース２５２、２５４、２５６、２５８、２６０、２６２、２６４及び２６６の
長さに沿って変化する。各終端トレース２５２、２５４、２５６、２５８、２６０、２６
２、２６４及び２６６は、長さ（Ｌ）、幅（Ｗ）及び高さ（Ｈ）を有する。離隔距離Ｓｅ
とともに、各終端トレース２５２、２５４、２５６、２５８、２６０、２６２、２６４及
び２６６の長さ、高さ及び幅を調整することにより、異なる誘導性の構成及び導電性の構
成を達成することができる。各分岐トレース２３４、２３６、２３８及び２４０の幅はお
よそ３５ミルとすることができる。各終端トレース２５２、２５４、２５６、２５８、２
６０、２６２、２６４及び２６６の幅はおよそ１０ミルとすることができる。
【００３０】
　図３は、接続部１０２の切断図を示している。接続部１０２は上面３０２を有する。端
点２３６及び２３８並びに終端点２６８及び２７０は、基板の表面３０４にわたって端点
２３６及び２３８並びに終端点２６８及び２７０が交互になるように上面３０４に位置し
ている。第１の接地トレース３０６及び第２の接地トレース３０８は、上面の下の誘電体
層に位置し、第１の接地トレース３０６は、上面３０２から高さＨ１を有する第１の誘電
体層によって離隔されている。第２の接地トレース３０８は、第１の接地トレース３０６
から第２の高さＨ２を有する第２の誘電体層３１０によって離隔されている。誘電体層３
０８及び３１０の高さＨ１及びＨ２を調整することにより、各トレース、端点及び終端点
の静電容量を調整することができる。さらに、各終端トレース２５２、２５４、２５６、
２５８、２６０、２６２、２６４及び２６６、ピントレース２２０、２２２、２２４、２
２６、２２８、２３０、２３２及び２３４、端点２３６、２３８、２４０、２４２、２４
４、２４６、２４８又は２５０、並びに終端点２６８、２７０、２７２、２７４、２７６
、２７８、２８０又は２８２のインピーダンスは、それぞれの長さ、幅及び高さを各々変
更することによって調整することができる。隣接するトレース、端点及び終端点のインピ
ーダンスを調整することにより、クロストーク又はノイズを除去して隣接するトレース及
び点を互いに磁気的に結合することができる。誘電体層は、限定されないが、ROGERS　Ma
terialのＲＯ　ＸＴ８１００等の、誘電率が３．０を超える材料、又は高周波数電気信号
を隔離することができる他の任意の材料から作製される。
【００３１】
　図４は、図２の試験ユニット１００に形成された回路の図を示す。配線図は、接続部４
０２、入力刺激４０４、ＲＪ４５高速通信用ジャック４０６及び出力負荷４０８を含む。
ＲＪ４５ジャック４０６は、ビア４２２及び４２４と係合するピン４１６及び４１８に接
続されている内部トレース４１０及び４１２を含む。ビア４２２及び４２４は、試験ユニ
ット１００のピントレース４２４及び４２６に電気的に接続されている。終端トレース２
５２、２５４、２５６、２５８、２６０、２６２、２６４及び２６６並びにピントレース
２２０、２２２、２２４、２２６、２２８、２３０、２３２及び２３４の長さ、幅、高さ
及び離隔距離は、トレース１０２、１０４、１０６、１０８、１１０、１１２又は１１４
の長さに沿って異なる静電容量値をもたらすように調整される。各ピントレースのインダ
クタンスは、ピントレース２２０、２２２、２２４、２２６、２２８、２３０、２３２又
は２３４の下の誘電体層の高さＨ１並びに各ピントレース２２０、２２２、２２４、２２
６、２２８、２３０、２３２及び２３４の下の第２の接地トレース３０６と第１の接地ト
レース３０４との間の高さＨ２を調整することによって変更される。ピントレース２２０
、２２２、２２４、２２６、２２８並びに接地トレース３０４及び３０６によって生成さ
れるコンデンサーは、およそ１ピコファラッド（ｐＦ）からおよそ５ｐＦの間のサイズで
ある。回路の動作を更に強化するために、ユニット１００の上面及び底面をプラスチック
絶縁層で覆うことができる。
【００３２】
　トレース１０２、１０４、１０６、１０８、１１０、１１２又は１１４並びに接地トレ
ース３０４及び３０６によって生成されるコンデンサーは、およそ０．５１ｐＦからおよ
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そ２ｐＦの間のサイズである。回路の動作を更に強化するために、ユニット１００の上面
及び底面をプラスチック絶縁層で覆うことができる。１つの実施形態では、およそ４ｍＷ
の出力と２０ｍＷの出力との間の出力を用いて、ラインを通して信号が駆動される。
【００３３】
　図５は、高速通信用ジャックの試験ユニットの１つの実施形態を示す。試験ユニット５
００は、試験ユニットの接続部１０２に接続された高速通信用ジャック５０２を含み、高
速通信用ジャック５０２は、ＲＪ型コネクタ、ユニバーサルシリアルバス（ＵＳＢ）コネ
クタ及びジャック、ファイヤーワイヤー（Fire-wire）（１３９４）コネクタ及びジャッ
ク、ＨＤＭＩ（高精細度マルチメディアインターフェース）コネクタ及びジャック、Ｄサ
ブミニチュア（D-subminiature）型コネクタ及びジャック、リボンタイプコネクタ若しく
はジャック、又は高速通信信号を受信する他の任意のコネクタ若しくはジャックとするこ
とができる。高速通信用ジャック５０２は、高速通信用ジャック５０２の各ピンがビア２
０２、２０４、２０６、２０８、２１０、２１２、２１４及び２１６のうちの１つに対応
するように、接続部１０２に接続される。高速通信用ジャック５０２は、ピンの対が互い
に磁気的に結合されるように構成することができる。
【００３４】
　各トレース１０４、１０６、１０８、１１０、１１２、１１４、１１６及び１１８は、
接続部１０２から接続ユニット１２０、１２２、１２４、１２６、１２８、１３０、１３
２及び１３４まで延在している。接続ユニット１２０、１２２、１２４、１２６、１２８
、１３０、１３２及び１３４は、ＲＪ４５コネクタ等のコネクタを有するケーブルを接続
ユニット１２０、１２２、１２４、１２６、１２８、１３０、１３２及び１３４の各々に
取外し可能に取り付けることができるように構成されている。接続ユニット１２０、１２
２、１２４、１２６、１２８、１３０、１３２及び１３４は、接続ユニット１２０、１２
２、１２４、１２６、１２８、１３０、１３２及び１３４、並びに接続ユニット１０４、
１０６、１０８、１１０、１１２、１１４、１１６及び１１８に接続された関連するトレ
ース１０４、１０６、１０８、１１０、１１２、１１４、１１６又は１１８に接続された
ケーブルから信号を送信する。接続ユニット１０４、１０６、１０８、１１０、１１２、
１１４、１１６及び１１８は、試験ユニット５００の外周部の周囲に延在する接続プレー
ト５０４に取り付けられている。接続プレート５０４は、鋼等の金属又は金属化プラスチ
ックから作製することができる。接続ユニット１０４、１０６、１０８、１１０、１１２
、１１４、１１６及び１１８の各々は、接続ユニット１０４、１０６、１０８、１１０、
１１２、１１４、１１６又は１１８の中心軸が試験ユニット５００の表面に対して実質的
に平行であるように、接続プレート５０４の側面に取り付けられている。
【００３５】
　図６は、ネットワークによって互いに接続された複数の試験ユニットの概略表現を示す
。第１の試験ユニット６０２が第２の試験ユニット６０４に、試験ユニット６０２及び６
０４の各々の高速通信用ジャックに接続されたケーブル６０６によって接続されている。
ケーブル６０６は、イーサネット(登録商標)ケーブル、カテゴリー５、６若しくは７ケー
ブル、シリアルケーブル、ファイヤーワイヤーケーブル、ＵＳＢケーブル又は他の任意の
タイプの通信ケーブル等の通信ケーブルとすることができる。ケーブル６０６は、ケーブ
ル６０６を高速通信用ジャックに取外し可能に接続することができるようにするコネクタ
（図示せず）を含む。１つの実施形態では、第１の試験ユニット６０２の高速通信用ジャ
ックは、第２の試験ユニット６０４の高速通信用ジャックと同じタイプである。別の実施
形態では、第１の試験ユニット６０２の高速通信用ジャックは、第２の試験ユニット６０
４の高速通信用ジャックとは異なるタイプである。ケーブルは、限定されないが、３フィ
ート、６フィート、１０フィート、１２フィート、１５フィート又は２０フィートを含む
任意の長さとすることができる。
【００３６】
　接続ユニット１０４、１０６、１０８、１１０、１１２、１１４、１１６又は１１８は
各々、信号送受信ユニット６１０及び６１２に、一方の端部が接続ユニット１０４、１０
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６、１０８、１１０、１１２、１１４、１１６又は１１８に、反対側の端部が信号送受信
ユニット６１０及び６１２に連結されたケーブルを介して、接続する。１つの実施形態で
は、信号送受信ユニット６１０は、第１の試験ユニット６０２及び第２の試験ユニット６
０４の高速通信用ジャックを介して、第１の試験ユニット６０２から第２の試験ユニット
６０４に信号を送信する。信号を受信すると、第２の試験ユニット６０４は、信号を信号
送受信ユニット６１２に送信する。１つの実施形態では、信号送受信ユニット６１２は、
ケーブル６０８によって新たな信号を信号送受信ユニット６１０に戻すように送信する。
１つの実施形態では、信号送受信ユニット６１２は、信号送受信ユニット６１０によって
先に送信された信号に基づく第２の信号を、信号送受信ユニット６１２に送信する。別の
実施形態では、信号送受信ユニット６１２は、信号送受信ユニット６１０によって先に送
信された信号と実質的に同一である第２の信号を、信号送受信ユニット６１０に送信する
。
【００３７】
　前述の詳細な説明は、単に、本開示のいくつかの例及び実施形態であり、開示された実
施形態に対する数多くの変更を、本明細書における本開示の趣旨又は範囲から逸脱するこ
となく本開示に従って行うことができる。したがって、前述の記載は、本開示の範囲を限
定することを意図されているのではなく、当業者が過度の負担なく本発明を実施するのに
十分な開示を提供することを意図されている。
 

【図１】 【図２】
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【図５】
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